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総合労働相談は７年連続で「いじめ・嫌がらせ」がトップ 
～ 令和元年度個別労働紛争解決制度の施行状況 ～ 

 

 

福岡労働局（局長 伊藤 正史）は、このたび、令和元年度の個別労働紛争解決制度※

の施行状況（別添１）をとりまとめましたので、公表します。 

「個別労働紛争解決制度」は、個々の労働者と事業主との間の労働条件や労働環境など

をめぐるトラブルを未然に防止し、早期に解決を図るための制度で、「総合労働相談＊１」、

労働局長による「助言・指導＊２」、紛争調整委員会による「あっせん＊３」の３つの方法が

あります。 

福岡労働局では、今回の把握した相談内容、本制度の施行状況を踏まえ、総合労働相談

コーナーに寄せられる労働相談への適切な対応に努めるとともに、助言・指導及びあっせ

んの運用を的確に行うなど、引き続き、個別労働紛争の未然防止と迅速な解決に向けて取

り組んでいきます。 

 

【ポイント】 

１ 総合労働相談件数は前年度と比べ微減、助言・指導申出件数は増加、あっせん申請件

数は減少 

・総合労働相談件数            42,574 件（前年度比 0.1％減） 

総合労働相談件数は平成 18 年度以降 14 年連続で 4万件を超えて推移 

→うち民事上の個別労働紛争相談件数   9,531 件（ 同  41.1％増） 

・助言・指導申出件数            228 件（ 同 28.1％増） 

・あっせん申請件数              97 件（ 同  19.9％減）  

 

２ 民事上の個別労働紛争の相談内容は 7年連続「いじめ・嫌がらせ」がトップ 

 「いじめ・嫌がらせ」に関する相談件数は 2,682 件（前年 2,136 件）で 7年連続トップ 

助言・指導の申出及びあっせん申請も、「いじめ・嫌がらせ」に関するものがトップ 

 

＊１ 総合労働相談 

県内 13 ヶ所の「総合労働相談コーナー」（別添２）において、解雇、雇止め、配置転換、賃金の

引下げなどの労働条件のほか、募集・採用、いじめなど、あらゆる労働問題について、ワンストッ

プで相談に対応しています。 
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＊２ 労働局長による助言・指導 

個別労働関係紛争に関し、当事者からその解決につき援助を求められた場合に、法令や判例をも

とに助言や指導を行っています。 

＊３ 紛争調整委員会によるあっせん 

中立的な第三者である紛争調整委員が、紛争当事者双方の主張を聞き、話合いを促進し、解決を

促しています。双方から求められた場合は、あっせん案を提示しています。 

 

 

 

 【添付資料】 

 ・別添１ 「令和元年度の個別労働紛争解決制度の施行状況」・・・ｐ3～12 

 ・別添２ 「福岡労働局 相談コーナー」 ・・・・・・・・・・・ｐ13 

 ・参考１ 「都道府県別の運用状況」 ・・・・・・・・・・・・・ｐ14 

 ・参考２ 「個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律の概要」 ｐ15 

 ・参考３ 「個別労働紛争解決システム」・・・・・・・・・・・・ ｐ16 
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令和元年度の個別労働紛争解決制度の施行状況 

 

１ 総合労働相談の状況 

（１） 相談件数の動向 

令和元年度に福岡県内の「総合労働相談コーナー」に寄せられた相談は、前年度

と概ね同水準の 42,574 件（前年度比 0.1％減）で、14 年連続で 4万件を超えている。

【第１図】 
 

第１図 総合労働相談件数の推移 

 

（２）民事上の個別労働関係紛争に関する相談の動向 

【相談件数】 

「総合労働相談コーナー」に寄せられた相談のうち、労働基準法等の違反を伴わない

民事上の個別労働関係紛争に関する相談は、福岡では前年度より 2,775 件多い 9,531

件（前年度比 41.1％増）であった。【第２図】 

 

第２図 民事上の個別労働関係紛争に関する相談の推移 
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【相談内容の内訳等】 

民事上の個別労働紛争相談の相談内容としては、「その他の労働条件」を除いた場合、

「いじめ・嫌がらせ」が 2,682 件（20.1％）と 7年連続でトップ、次いで「自己都合退職」

1,149 件（8.6％）、「解雇」1,092 件（8.2％）、「労働条件の引下げ」888 件（6.6％）の順

に多くなっている。【第３図、第４図】 

 

第３図 民事上の個別労働関係紛争の内訳 

 

＊内訳延合計件数は、1回の相談において複数の内容にまたがる相談が行われた場合には、複数の内容を 

件数として計上している。 

 

 

第４図 最近３年間の主な紛争の動向 
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○相談者の種別をみると、労働者（求職者を含む）が 7,575 件（79.5％）と大半を占め、

事業主からの相談は 1,060 件（11.1％）であった。【第５図】 

 

第５図 相談者の種別 

 

 

 

○労働者＊の就労形態は、『正社員』3,706 件（38.9％）、『パート・アルバイト』1,284 件

（13.5％）、『期間契約社員』963 件（10.1％）、『派遣労働者』431 件（4.5％）となってい

る。【第６図】 

 

第６図 労働者＊の就労形態（相談） 

 

＊ 労働者 

相談者が、「事業主」又は「その他」であっても、労働者の就労形態を判明する範囲で区分している。 
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２ 労働局長による助言・指導 

【助言・指導の申出件数】 

福岡労働局長による助言・指導申出は、228 件（前年度比 28.1％増）となった。 

【第７図】 

 

 

第７図 助言・指導の申出件数 

 

 

【助言・指導申出の内訳等】 

○助言・指導申出の内訳をみると、「その他の労働条件」及び「その他」を除いた場合、

「いじめ・嫌がらせ」が 46 件（20.2％）と最も多く、次いで「労働条件の引下げ」

が 32 件（14.0％）、「解雇」が 22 件（9.6％）と続いた。【第８図、第９図】 

 

第８図 助言・指導の申出の内訳 

 

※合計件数は、1件の助言・指導の申出で複数の内容にまたがる助言・指導の申出が行われた場合には、

複数の申出内容を件数として計上している。 
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第９図 最近３年間の主な助言・指導の動向 

 

 

 

○労働者＊の就労形態は、『正社員』129 件（56.6％）、『期間契約社員』46 件（20.2％）、

『パート・アルバイト』32 件（14.0％）、『派遣労働者』6件（2.6％）であった。 

【第 10 図】 
 

第 10 図 労働者＊の就労形態（助言・指導） 

 

※労働者 

申出人が事業主の場合は、非申出人である労働者の就労形態により分類している。 

 

 

【助言・指導の処理状況】 

○令和元年度中に処理した助言・指導の件数は 231 件となっている。 

処理期間については、1か月以内に終了したものが 230 件(99.6％)、1 か月超えが 1

件(0.4％)となっている。 
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３ 紛争調整委員会におけるあっせんの状況 

【あっせん申請件数】 

あっせん申請は、97 件（前年度比 19.9％減）となった。【第 11 図】 

 

第 11 図 あっせんの申出件数 

 

 

 

【あっせん申請内容の内訳等】 

○あっせん申請内容の内訳は、「いじめ・嫌がらせ」が 29 件（29.9%）と最も多く、 

「解雇」が 21 件（21.6％）と続いている。【第 12 図】  

 

第 12 図 あっせん申請内容の内訳 

 
  ※内訳述べ合計件数は、1 件のあっせん申請で複数の内容にまたがる申請が行われた場合には、複数の申

請内容を件数として計上している。 
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第 13 図 最近３年間の主なあっせん申請の動向 

 

 

 

○労働者の就労形態は、『正社員』37 件（38.1％）、『期間契約社員』23 件（23.7％）、

『パート・アルバイト』19 件(19.6％)、『派遣労働者』12 件（12.4%）であった。 

【第 14 図】 

 

第 14 図 労働者の就労形態（あっせん申請） 
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【あっせんの処理状況】 

○令和元年度内に処理したあっせんの件数は 103 件となっている。 

紛争当事者の双方があっせんに参加し、あっせんが開催されたものは 51 件（49.5％）

であった。 

〇令和元年度内に処理したあっせん 103 件のうち、合意が成立したものは、28 件

（27.2％）であった。 

合意が成立したもの以外では、あっせんが打ち切られたものが 71 件（68.9％）、申請

人の都合により取り下げられたものが 4件（3.9％）であった。 

また、打ち切られた 71 件のうち、紛争当事者の一方が不参加であったものは 48 件

（46.6％）であった。 

○令和元年度内に処理した 103 件のうち、1か月以内に終了したものは 48件（46.6％）、

1か月を超え 2か月以内に終了したものは 35 件（34.0％）であり、2か月以内に 83 件

（80.6％）処理している。 

 

 

 

 

  

※（ ）内は処理終了件数 103 件に占める比率 
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／手続き終了件数 

52.3% 55.0% 54.2% 57.0% 56.8% 56.9% 56.9% 
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／手続き終了件数37.5% 39.1% 37.6% 39.3% 39.4% 38.3% 38.1% 

あっせん開催による合意成立件数 

／紛争当事者双方のあっせん参加件 

数 

67.8% 67.1% 66.0% 64.5% 66.4% 65.8% 65.7% 
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【助言・指導の事例】 

事例１：いじめ・嫌がらせ 

［申出の内容］ 

 申出人は自動車部品の検品等の作業をグループ単位で行っているが、グループ内の先輩

Ａから大声で怒鳴られ、仕事の質問をしても無視される等の嫌がらせが続いていた。 

事業場に対して先輩Ａと二人きりの作業にならない、または複数人で作業を行うように

助言してもらいたい。 

 

［助言・指導の内容］ 

被申出人に対して、申出人が先輩Ａと二人きりで作業を行わず、やむを得ない場合で

も複数人で作業を行うことを提案し、併せて申出人の負担を軽減するためにメンタルヘ

ルス対策を講じる等労使双方が解決に向けた話し合いを推奨する口頭助言を実施した。 

その結果、申出人の精神的負担を考慮した業務負荷の軽減を行うこと及び同僚Ａに対

する厳重注意の実施と継続的な確認も行うことになり、解決した。 

 

 

事例２ 配置転換、労働条件引き下げ 

［申出の内容］ 

  派遣業でマネージャー職として就労。準社員として入社し、約半年後に正社員とな

る。正社員となって数か月後に体調不良で長期入院することになった。入院すること

が決まった後に事業場から正社員からパートタイム労働者への身分変更を告げられ、

雇用契約の期間も始期は長期欠勤を開始した日であり、終期も入院日の前日とする内

容であった。 

  正社員からの身分変更については同意していないにもかかわらず、過去に遡って雇用

契約の内容を変更することに納得いかないので、助言してもらいたい。 

 

［助言・指導の内容］ 

  事業場に対して、申出内容及び労働契約法第８条について説明し、同意のない労働条

件の不利益変更は法に抵触する可能性がある旨説明した。また、労働条件の変更の合意

がなされていないことを事業場に説明し、申出人の労働条件変更について労使間でよく

話し合いを行うよう助言した。 

その結果、申出人の雇用契約について、労働条件を変更せずに従来通りとすることで

労使間で話がまとまり、解決した。 

 

 

【あっせん事例】 

事例１ いじめ・嫌がらせ、労働条件の引下げ 

［申請内容］ 

  申請人は、医院の技師として就労していたが、業務多忙だったため人員増員の要望を

出したところ、事業主や同僚から暴言や嫌がらせを受けるようになった。また、一方的

に勤務時間が短縮され、基本給及び賞与が減額となり、退職を余儀なくされた。 

このような事態になったことに対して、賃金等の補償として約 47 万円の他、暴言や

嫌がらせの慰謝料として 1,000 万円を求める。 
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［あっせんの内容］ 

 あっせん委員は、申請人に対し、労働契約書に賞与は支給しない場合あると記載さ

れていること及び暴言やいやがらせの立証が困難であることを説明し、解決のための

譲歩を求めたが、申請人の主張は変わらなかった。 

一方、事業場は清算条項付きで195,000円までは支払う意向がある旨主張しており、

あっせん委員は、労使双方に譲歩を促したところ、申請人は、在籍中に自らが作成し

た文書の確実な廃棄と申請人の個人情報を他者に漏らさないことを条件に解決金とし

て 195,000 円の支払いを求め、事業場もこれに応じ、解決した。 

 

 

事例２ 解雇 

［申請の内容］ 

 申請人は製造業の正社員として入社したが、入社して１週間後、試用期間中に解雇

を通告された。解雇理由は、書類を期日までに提出しなかったり、業務内容に対応で

きていないことなどであった。 

申請人としては、入社後１週間経過しておらず、書類提出の遅れも１回だけであり、

即時解雇されることに納得はできず、不当解雇に対する経済的・精神的損害に対する

補償として約 60 万円の支払いを求める。 

 

［あっせんの内容］ 

  事業場は、申請内容に対し、補償等の金銭的解決には応じない旨主張していた。 

  これに対し、あっせん委員は、申請人に対し、書類提出の遅れによる事業場の不利益

の度合い、裁判による解決の経済的、時間的負担について説明し、解決のための譲歩を

求めたところ、申請人は、２か月分賃金相当額の約 48 万円の支払いを求めた。 

そこで、あっせん委員は、事業場に対し、試用期間中の解雇についても正当な解雇理

由が必要であること及び短期間で解雇したことについて裁判上正当性が認められるか

は難しいことを説明し、事業場が解決金として 45 万円を支払う案を提示したところ、

双方合意に至り解決した。 

 

 

事例３ 退職勧奨 

［申請の内容］ 

  申請人は、製造業の正社員として約１年間就労していたが、突然、解雇同然の退職勧

奨を受け、およそ４週間後の日付で退職せざるを得なかった。申請人としては、前振り

もなく不本意な理由で離職に追い込まれたことで経済的損失と精神的苦痛を被り、また、

消化することができなかった有給休暇 10 日分の買い取りも併せて求め、合計約 27 万円

の支払いを求める。 

 

［あっせんの内容］ 

  事業場は、申請人の業務ミスが多発して、職務遂行能力が期待を下回るものであった

ため、「他の仕事に就くこと」を勧めた結果、申請人が同意したこと及び配置転換を提

案したが申請人が回答しないまま有給休暇取得後退職したことを挙げ、金銭的解決はし

ないと主張していた。 

  そこで、あっせん委員は、事業場に対して、退職勧奨と解雇の違いについて説明し、

申請人が退職勧奨に応じたことによって、10 日の年次有給休暇を行使することができ

なかった機会損失として 73,000 円の支払いを提案したところ、事業場は受諾し、申請

人も同意したことで、解決した。 
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                                 【別添２】 

福岡労働局 総合労働相談コーナー 

名称 所在地 電話番号 FAX 番号 

福岡労働局 

総合労働相談コーナー★ 

 〒812-0013 

092-411-4764 092-411-4895  福岡市博多区博多駅東 2-11-1 福岡合同庁舎新館 4階 

福岡労働局 雇用環境・均等部 指導課内 

福岡中央総合労働相談コーナー★ 

 〒810-0072 

092-761-5600 092-761-5028  福岡市中央区長浜 2-1-1 

 福岡中央労働基準監督署内 

大牟田総合労働相談コーナー 

 〒836-0034 

0944-53-3987 0944-53-3990  大牟田市小浜町 24-13 

 大牟田労働基準監督署内 

久留米総合労働相談コーナー 

 〒830-0037 

0942-33-7251 0942-33-7254  久留米市諏訪野町 2401 

 久留米労働基準監督署内 

飯塚総合労働相談コーナー 

 〒820-0018 

0948-22-3200 0948-22-3202  飯塚市芳雄町 13-6 飯塚合同庁舎 4 階 

 飯塚労働基準監督署内 

北九州西総合労働相談コーナー★ 

 〒806-0034 

093-285-3799 093-622-6555 北九州市八幡西区岸の浦 1-5-10 八幡労働総合庁舎 3階 

 北九州西労働基準監督署内 

北九州東総合労働相談コーナー 

 〒803-0814 

093-561-0881 093-561-1197 北九州市小倉北区大手町 13-26 小倉第二合同庁舎 5階 

 北九州東労働基準監督署内 

門司総合労働相談コーナー★ 

 〒800-0004 

093-381-5361 093-381-5363  北九州市門司区北川町 1-18 

北九州東労働基準監督署門司支署内 

田川総合労働相談コーナー 

 〒825-0013 

0947-42-0380 0947-42-0382  田川市中央町 4-12 

 田川労働基準監督署内 

直方総合労働相談コーナー 

 〒822-0017 

0949-22-0544 0949-22-0502  直方市殿町 9-17 

 直方労働基準監督署内 

行橋総合労働相談コーナー 

 〒824-0005 

0930-23-0454 0930-23-0453  行橋市中央 1-12-35 

 行橋労働基準監督署内 

八女総合労働相談コーナー 

 〒834-0047 

0943-23-2121 0943-23-2123  八女市稲富 132 

 八女労働基準監督署内 

福岡東総合労働相談コーナー★ 

 〒813-0016 

092-661-3770 092-661-4178  福岡市東区香椎浜 1-3-26 

 福岡東労働基準監督署内 

相談は無料です。★印の相談コーナーについては、女性相談員がいます。  
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都道県別の運用状況【参考１】 
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〔参考２〕 

 

個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律の概要 

 

１ 趣旨 

 企業組織の再編や人事労務管理の個別化等に伴い、労働関係に関する事項についての個々の労

働者と事業主との間の紛争（以下「個別労働関係紛争」という。）が増加していることにかんが

み、これらの紛争の実情に即した迅速かつ適正な解決を図るため、都道府県労働局長の助言・指

導制度、紛争調整委員会のあっせん制度の創設等により総合的な個別労働紛争解決システムの整

備を図る。 

 

２ 概要 

(1) 紛争の自主的解決（第2条） 

 個別労働関係紛争が生じたときは、紛争の当事者は、自主的な解決を図るように努めなけれ

ばならないものとする。 

 

(2) 都道府県労働局長による情報提供、相談等（第3条） 

 都道府県労働局長は、個別労働関係紛争の未然防止及び自主的な解決の促進のため、労働者

又は事業主に対し、情報の提供、相談その他の援助を行うものとする。 

 

(3) 都道府県労働局長による助言及び指導（第4条） 

 都道府県労働局長は、個別労働関係紛争に関し、当事者の双方又は一方からその解決につき

援助を求められた場合には、当事者に対し、必要な助言又は指導をすることができるものとす

る。 

 

(4) 紛争調整委員会によるあっせん（第5条） 

イ 都道府県労働局長は、個別労働関係紛争について、当事者の双方又は一方からあっせんの

申請があった場合において、当該紛争の解決のために必要があると認めるときは、紛争調整

委員会にあっせんを行わせるものとする。 

ロ 都道府県労働局に、紛争調整委員会を置くものとする。 

ハ あっせん委員は、当事者間をあっせんし、双方の主張の要点を確かめ、実情に即して事件

が解決されるように努めなければならないものとする。 

ニ あっせん委員は、当事者等から意見を聴取し、事件の解決に必要なあっせん案を作成し、

これを当事者に提示することができるものとする。 

 

※紛争調整委員会とは  

   弁護士、大学教授等の労働問題の専門家である学識経験者により組織された委員会であ 

り、都道府県労働局ごとに設置されている。この紛争調整委員会の委員のうちから指名さ 

れるあっせん委員が、紛争解決に向けてあっせんを実施するものである。 

 

(5) 地方公共団体の施策等（第20条） 

 地方公共団体は、国の施策と相まって、地域の実情に応じ、労働者又は事業主に対し、情報

提供、相談、あっせんその他の必要な施策を推進するように努めるものとし、国は、地方公共

団体の施策を支援するため、情報の提供その他の必要な措置を講ずるものとする。  

また、当該施策として都道府県労働委員会が行う場合には、中央労働委員会が、当該都道

府県労働委員会に対し、必要な助言又は指導をすることができるものとする。 
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個別労働紛争解決システム

企 業

労働者 事業主紛争

自主的解決

都道府県労働局

総合労働相談コーナー

労働問題に関する相談、情報提供のワン・ストップサービス

紛争解決援助の対象とすべき事案

都道府県労働局長

による助言・指導

紛争調整委員会

あっせん委員（学識経験

者）によるあっせん・

あっせん案の提示

労働基準監督署、公共職業安定所、雇用均等室

法違反に対する指導・監督等

都道府県(労

政主管事務

所、労働委

員会等)、労

使団体にお

ける相談窓

口

別添５

個別労働紛争解決システム

企 業

労働者 事業主紛争

自主的解決

都道府県労働局

総合労働相談コーナー

労働問題に関する相談、情報提供のワン・ストップサービス

紛争解決援助の対象とすべき事案

都道府県労働局長

による助言・指導

紛争調整委員会

あっせん委員（学識経験

者）によるあっせん・

あっせん案の提示

労働基準監督署、公共職業安定所、雇用均等室

法違反に対する指導・監督等

都道府県(労

政主管事務

所、労働委

員会等)、労

使団体にお

ける相談窓

口

別添５

 

〔参考３〕 

労働基準監督署、公共職業安定所、雇用環境・均等部指導課 

法違反に対する指導・監督等 

〔参考３〕 


